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研 究 会 備 忘 録 № ６3 

研究グループ □ 効率性研究グループ       ■ しくみ研究グループ 

日    時 平成２０年１月１１日（木）１６：００～１９：００ 

会    場 本館３階 ３１１会議室 

出  席  者 

しくみ G：團野、岩下、小河、山下、前田、大道、佐藤 

効率性 G：若山、黒木、田川、藤岡、篠津 

自治経営推進課：毛利係長、原田、白水 

内                 容 

テ ー マ コ メ ン ト 

○プレゼンテーシ

ョンリハーサル 

  （効率性） 

・ 明治初期に原型の都道府県制⇒現在の日本には適さない。 

・ 九州府構想（九州市長会）の内容の説明。 

中核市の権限委譲【保健所などが比重大】 

→中核市から移譲された業務を大野城市で実施すれば・・・ 

  歳出見込み：８億５千万の増 

  歳入見込み：６億５千万の増  ⇒  ２億円の赤字 

         ↓ 

  一部業務を筑紫地区連携で実施すれば対応可（内容は調査中） 

・ これまで実施された合併は前向きではない。 

※「合併をしなくても大野城市はやっていける」という観点から合併につい

ての想定は行っていない。 

・ 現在の大野城市 

人口１人あたりの行政コスト：基礎自治体 第４６位  

人口１人あたりの職員数  ：基礎自治体 第１位  

・ 独自のまちづくりの推進 

・ 理想の自治体＝自己決定＋自己責任 

・ 現在の市の財源 

自己財源（市税）４６％ 要 UP 

国・県の補助  ２５．３％ 要 UP （補助制度等の縛りのない形で…） 

 

『100％自己決定・自己責任・自主財源』 

 

・ 現在の国と地方の歳入出の比率 

    国  地方 

歳入  ６ ： ４ 

歳出  ４ ： ６ ⇒ 同比率に是正が必要 

 最終的には地方の歳入出比率７５％が望ましい。 

 ※財源とともに借金も降りてくるのでは？ 

 ⇒経済効果等借金を減らす方法も検討の余地あり？ 

 ※財政面だけでなく、各市の合併時のしくみを効果的に活用 

現在でも連携している

業務があるので注意 
プレゼンで話すと深く

なりすぎるので注意 
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○プレゼンテーシ

ョンリハーサル 

  （しくみ） 

■内容省略 

 

・ 「協働」と「パートナーシップ」の使い分けに注意 

協働＝市民と行政が対等な立場 

パートナーシップ＝市民と市民が、行政と市民が、地域と行政が（用途広） 

 

・ コミ議会について 

「議会との協働」という言葉はなじまない。 

議員からの質問を想定（議員本人の解釈と違和感があるかも） 

 

・ 「学校運営協議会」は現在ある。別の言葉にしたほうが・・・ 

・ 「市の権限」と「コミ議会」は直接つながらない 

・ 「市のあるべき姿」のポイントが明確に伝わるように・・・ 

○次回会議の日程

について 

●９月１８日（木）開催予定 

 


